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脆弱な坑口部における追加地質調査に基づく安定対策の検討
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要　　約

当工事は，福島県白河市南湖から豊地まで 5.9 kmの国道 294号白河バイパス整備事業のうち，トン
ネル 474 mを含む延長 611 mの工事を行うものである．トンネル掘削開始側の終点側坑口部付近は，
特に脆弱な地質であり，標準的な NATM工法での設計施工が困難であると判断された．そのため当初
設計段階において FEM解析を実施して，トンネル掘削前にトンネル上部よりセメント改良を行う計画
であった．しかし，現地坑口部の地形が複雑に湾曲していることから正確な地質構造が把握できてい
ない可能性があるため，工事着工後に追加の調査ボーリングを実施した．この追加地質調査に基づき．
FEM再解析を実施して，事前にトンネル掘削パターン変更を行い，安全にトンネル掘削を実施するこ
とが出来た．
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§1．はじめに
1―1　工事の位置づけ
国道 294号は，福島県白河市の中心市街地を通過する

幹線道路で交通，ネットワークの要である．東日本大震
災では，県南地域に大きな被害をもたらし，市街地では
大渋滞が発生するなどの深刻な事態に陥ったため，国道
294号白河バイパス整備事業を平成 26年度から本格的
に開始し，令和 5年度までの供用を目標としている．五

郎窪トンネルは，白河市南湖から豊地までの 5.92 kmの
国道 294号白河バイパス整備事業のうち，トンネル 474 

mを含む延長 611 mの工事を行うものである．
なお，トンネル名称については令和 2年 10月に行われ
た地域住民等の公募により，「南湖トンネル」に決定して
いるため，以降文中では南湖トンネルと記載する．

1―2　工事概要
工事名　　第 17-41330-0033号
 　道路橋りょう整備（再復）工事（トンネル）
発注者　　福島県　県南建設事務所
施工者　　西松・壁巣特定建設工事共同企業体
工期　　　平成 30年 3月 23日～令和 3年 8月 31日
トンネル諸元　延長（掘削，インバート，覆工）474 m

 　　　内空断面積 96 m2

 　　　道路幅 14.5 m

図―1　地質縦断図
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§2．地質概要
図―1に地質縦断図を示す．南湖トンネルは，終点側
の小田川層（火山礫凝灰岩（Slt），砂質凝灰岩（St））で
構成される地層と起点側の白河火砕流堆積物（低溶結凝
灰岩（Sdt），砂質凝灰岩（Swt））で構成される区間に大
別される．
当トンネルは全線にわたり土被りが小さく（最大 3.5 

D，平均 2 D程度，D：トンネル掘削幅），軟弱な地山で
あるため DⅠパターン 163 m（35％），DⅢパターン 206 

m（43％），Eパターン 103 m（22％），トンネル全線で
地盤改良や AGF等の掘削補助工法が設計段階より計画
されていた．

§3．当初設計時における終点側坑口部対策
3―1　終点側坑口部の補助工法
掘削開始側の終点側坑口部は，当初設計段階で坑口付

近（測点 No.45～49間）において鉛直 6箇所，水平 1箇
所のボーリングが実施されており，非常に軟質な Lm層
（礫混じり火山灰質粘性土），Sdt2層（火砕流二次堆積物），

St層（砂質凝灰岩），Slt層（火山礫凝灰岩）で構成され
ていることがわかっていた．その中でも細粒で礫の少な
い砂質凝灰岩（St層）は，一軸圧縮強度 0.069 N/mm2（N

値 3～6，地山強度比 0.1）と非常に脆弱であるため，標
準的な NATM工法での坑口施工が困難であった．そこで，
FEM解析が実施され（表―1），トンネル内からの補助工
法だけでは支保応力が不足すると判断し，トンネル外よ
り地盤改良を行う設計となった．なお，地盤改良は経済
性を考慮し，トンネル外周 4 mの範囲をセメント改良
（深層混合処理）する工法が採用されていた．

表―1　解析ケース一覧（当初設計）

3―2　終点側坑口部の地盤的特徴
終点側坑口付近はセンター付近が谷型に落ち込んだ埋

没地形になっており，谷部分に埋積した火砕流堆積，火
山降下物によって複雑な地層序列をなしている．終点側
坑口部の地盤的特徴について，下に列挙する．
・終点側坑口部では，N値 50以下の部分があり支持力
不足によるトンネル沈下の可能性がある．

・浸水崩壊度が D評価のため湧水により地山が劣化し，
地山崩壊を起こす懸念がある．

・地表面は旧表土が堆積していて，層厚 5 m程度は風化
により非常に軟質となっている．
・基盤岩と評価されている Slt層の標準貫入試験の結果
は，N値が 4～136の範囲にあり，平均値は 49.5，標準
偏差は 27.1となっていて，N値の分布は広範囲にわた
りばらつきが多い．
・Slt層の原位置試験の孔内試験から求めた変形係数は

26.6～134 MN/m2である．ただし，試験は N値 30以
上の箇所で行っており，N値 30以下の地層に対して
は，変形係数が現位置で確認できていない．
・谷型の埋没地形になっているため，前後左右の地質が
異なり，縦断方向のボーリングでは正確な地層状況を
把握することが困難である．
以上のことから，正確な地層境および強度特性の再評
価を図った．

§4．追加調査結果
4―1　追加ボーリングの実施
工事入手後，地盤改良箇所の地質を正確に把握するた
め中央左右 3点×3列の不足箇所 7点のボーリング調査
を図―2に示す位置で実施した．その結果を用いて，終
点側坑口付近の 3D地質モデルを作成した．さらに，地
盤改良の施工計画を行うために，改良対象地盤の配合試
験試料採取および強度特性の試験を実施した．

図―2　調査ボーリング位置図
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4―2　追加ボーリング調査結果
追加調査ボーリング（削孔径φ86 mm）に基づき作成
した 3次元地質モデルを図―3に示す．追加ボーリング
より，次の結果が得られた．
・既往ボーリング調査（H13 BV-3）から 1.0 mしか離れ
ていない追加ボーリング調査（H30 BV-1）で地層厚に
相違がある（図―4）．このことから，地層境の起伏が
大きいことがわかった．
・当該坑口では，火山礫凝灰岩（Slt層）が基盤岩と評価
されている．図―5に示すように，Slt層のうち 5.0 m

程度までは N値が 30以下の地質となっている．深く
なるほど N値が大きくなり，コア形状が礫状・岩片
状～短柱状～棒状と変化する．
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・既往ボーリング調査と追加ボーリング調査の Slt層の
N値を比較すると，追加ボーリング調査では，N値 30

以下，N値 100以上の頻度が多く，ばらつきが大きい
結果となった（図―6）．

4―3　室内岩石試験
基盤岩とされている Slt層を対象とし，追加ボーリン
グにおいて得られたコアを用いて，変形係数を得る目的
で室内岩石試験を行った．物理性状を把握するために，土
粒子の密度，自然含水比，粒度，液性・塑性限界試験を，
力学性状を把握するために三軸圧縮試験を実施した．
なお，三軸圧縮試験は，孔内水平載荷試験と違い応力
解放されたコアに対して，圧縮試験前に圧密圧力をかけ
地中での応力状態を再現するため，圧密非排水の CU条
件とした．

FEM解析では Slt層の評価がポイントになると判断
した．Slt層は N値のばらつきが大きいため，追加試験
では N値＜20，20≦N値＜30の 2つにグルーピングし
て詳細な評価を実施することにした．そして，それぞれ
のグループについて 3回の試験を行った．

4―4　室内岩石試験結果
室内試験結果を表―2に示す．試験結果を要約すると
下記の通りである．
・三軸圧縮試験の変形係数の平均値は，20≦N値＜30で
は，既往孔内載荷（N値 31～68）の試験値平均値と同
等以上の変形係数を得た．一方，N値＜20の三軸圧縮
試験の変形係数は，既往孔内水平載荷試験結果（N値
31～68）の平均値よりも低い値となった（表―3）．

・N値＜20の三軸圧縮試験で得られた試験結果から内
部摩擦角を求めると，内部摩擦角がマイナスの値とな
ったため，今回の試験結果のみでは内部摩擦角は評価
できないと判断した（図―7）．

4―5　Slt 層の物性値についてのまとめ
追加調査により，終点側坑口部に分布する Slt層の上

図―6　Slt 層の N 値頻度分布

図―4　H13 BV-3 および H30 BV-1　柱状図

表―2　室内試験結果

図―3　3D 地質モデルの標示例

図―5　H30 BV-6 の Slt 層コアおよび N 値

1 2 3 4 1 2 3 4

湿潤密度 ρt (g/cm3） 1.591 1.588 1.530 1.569 1.523 1.510 1.596 1.467

飽和密度 ρd (g/cm3） 1.671 1.663 1.621 1.663 1.638 1.596 1.684 1.582

土粒子の密度 ρs (g/cm3） 2.635 2.635 2.635 - 2.635 2.635 2.635 -

自然含水比 w (%) 47.0 48.6 52.8 46.9 48.0 57.2 44.7 56.4
間隙比 e 1.435 1.465 1.632 - 1.561 1.742 1.389 -
飽和度 Sr (%) 86.3 57.4 85.3 - 81.0 86.5 84.8 -
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部の地層は脆弱岩盤が存在することが確認された．また，
追加調査で得られた変形係数値は表―4のとおりであり，
N値＜20地層においては，既往調査の平均値よりも低い
変形係数が得られている．
以上より，終点側坑口部において Slt層は，N値 20以
下の地層は既往調査とは強度特性が異なるものと判断し，
N値 20未満の地層については火山礫凝灰岩風化部（wSlt

層）として区別することとした．
追加調査結果を受け火山礫凝灰岩（wSlt，Slt層）の地
質物性値を検討した．既往報告で Slt層は水による地山
劣化が示唆されていることから，孔内水平載荷試験では，
削孔水の影響により強度低下が生じていた可能性がある
と考えた．一方，水の影響が少ないと考えられる採取コ
アを用いた試験では，コアを取り出した際に応力解放の
影響を受けている可能性が否定できない．このため，追
加調査では前述したように，CU条件での三軸圧縮試験
を実施し，圧密過程は現状土被り圧を想定した圧密圧力
300 kN/m2を作用させ応力解放の影響除去を図った．

N値が概ね 10以下の箇所は，採取されたコアは土砂
化しているため，三軸圧縮試験に必要なコア長が採取で
きず，物性値は得られなかった．そこで，N値 10以下の
脆弱部の物性値評価に当たっては準岩盤圧縮強度の考え

方を準用した．なお，ポアソン比，単位体積重量につい
ては既往提案値とした．
粘着力 c，内部摩擦角φについては，図―7のように今

回の試験結果のみでは評価できないため，既往および追
加調査の結果を包括した（図―8）．この分析結果からも，
試料ごとにばらつきが多く存在する結果となったが，全
試料のモール円に対して概ね安全側に一意の接線を決定
し，c＝0.11 MN/m2，φ＝13度が妥当である判断した．

図―8　Slt 層全試料モール円集積図

次に初期変形係数 D0については，今回試験では前述
したように N値の範囲を N≦20，20≦N＜30に区別して
評価した．表―2より，No.1の圧密応力 300 kN/m2およ
び No.2の圧密応力 300 kN/m2のケースの変形係数を採
用し，wSlt層（N≦20）の初期変形係数を 50 kN/m2と
し，Slt層については既往試験の平均値を丸めた 80 kN/

m2を採用用した．
地山の一軸圧縮強度は，亀裂の存在が無視できる地山
においては，試料の一軸圧縮強度を適用できるが，亀裂
の影響が大きい地山には準岩盤圧縮強度を用いることが
適している．既往調査の地層縦断図（図―9）には準岩
盤強度が示されており，終点側坑口付近では Slt層で 0.1

が設定されている．前述したようにコアの採用が出来な
い脆弱部については，この準岩盤強度を参考にして粘着
力及び変形係数を設定した．
以上より検討された地質物性値を表―5にまとめた．

図―9　終点側坑口付近の地層縦断図

図―7　Slt 層（N≦20）モール円

表―5　地質物性値

表―3　変形係数比較

表―4　Slt 層の　変形係数と N 値

平均

一軸 8～107 2.2 ～398 55.9

孔内載荷 31～68 26.6 ～134 83.6

～30 50.0 ～118 73.6

～20 50.0 ～51.3 50.7

20～30 75.0 ～118 96.5

追加 三軸CU

試験種別 N値範囲
変形係数(MN/m2)

範囲

既往

N値範囲

～20（三軸）

20～30（三軸）

30以上（孔内載荷）

変形係数(MN/m2)

20.0～51.3（平均50.7）

75.0～118（平均96.5）

26.6～134（平均83.6）

単位体積重量 粘着力 内部摩擦格 初期変形係数 ポアソン比

γt（kN/m3） （MN/m2） φ（°） D0（MN/m2） ν

火山礫凝灰岩風化部 ｗSlt 16.4 0.11［0.01］ 13 50.0［5.0］ 0.3

火山礫凝灰岩 Slt 16.4 0.11 13 80.0 0.3

地層 記号

［　］は準岩盤圧縮強度を準用した場合の物性値

既往物性値はc=0.07MN/m2、φ=25°、D0=90N/m2
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§5．FEM 解析を用いた安定検討
5―1　検討断面
当トンネル工事においては非常に軟弱な地山であるた

め，標準支保パターンを用いる標準的な経験的手法では
設計を行うことが困難であった．そのため，当初設計に
おいて解析的手法を用いた設計を採用している．工事着
手後の追加地質調査に基づく検討においても，解析的手
法により安定検討を実施することとした．FEMにおける
安定検討の実施位置は次のとおりである（図―10）．
①断面

当初設計では FEM解析を実施していない位置であ
るが，当初設計時に考慮していない wSlt層がトンネル
下方に分布しているため再解析を実施する．また，②
断面とは地盤改良範囲が違っている．

②・③断面
当初設計時の FEM解析を実施した位置と同じであ

るが，地質条件および地盤改良範囲の変更となるため，
FEM再解析を実施する．

5―2　解析結果
⑴　断面①：天端沈下量は 26.6 mmと許容値（51.6 mm）
を下回る解析結果となった．施工時の計測管理等で異
常値が確認されない限り，追加対策等は不要であると
判断した．

⑵　断面②：許容沈下量として設定した 51.6 mmを上
回る 80.7 mmが生る結果となった．改良範囲が天端か

ら上半肩部まであるため，天端の安定は確保できると
考えるが，早期閉合により沈下抑制を図る必要がある
と判断した．吹付けコンクリートのみの早期閉合では，
下半脚部鋼製支保工応力が許容値を超過する解析結果
となった．そのため，インバートストラットを設置し
て，発生応力を許容応力度以下とし，インバートスト
ラット有りの早期閉合案を採用した．
⑶　断面③：図－11に示すとおり当初支保構造では許
容沈下量として設定した 114.6 mmを上回る変位（天
端沈下 180 mm）が生じる解析結果となった．そのた
め，断面②と同様に早期閉合により変位を抑制する必
要がある．早期閉合により沈下量抑制は可能であった
が，発生応力を許容応力以下にするために，高規格支
保工を採用することとした．早期閉合と高規格鋼製支
保工を用いたインバート構造により，許容値を満足す
る結果となった．
以上より，支保パターンは DⅢ－4′および DⅢ－5を
新たに設立して，図―12，13のように支保パターンを見
直した．表―6に支保パターンの見直し結果を整理する．

図―10　トンネル支保構造検討位置図 図―11　当初支保構造による FEM 解析結果（③断面）

当初計画

3Dﾓﾃﾞﾙ化後
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§6．計測結果
今回の追加調査により，支保パターンの見直しを行っ

た結果，図―14，15に示すように A計測による天端沈
下・内空変位状況は，インバートストラットの施工を境
に天端沈下・内空変位が収束傾向を示したことが確認で
きた．非常に脆弱な地山の掘削であったが，追加対策を
必要としない管理レベルⅡ以下で収束し，掘削を完了す
ることが出来た．

§7．まとめ
南湖トンネルのように脆弱地山のため一般的な標準パ
ターンの適用が出来ない場合は，FEM解析を用いた設
計・変更手法は有効であることが確認できた．
しかし，FEM解析を用いる際は，詳細な地質データの
採取と解析条件の設定が重要であること，また支保パタ
ーンの決定まで時間とコストが必要になることなどが課
題として挙げられる．今後の同様な工事の参考になれば
幸いである．

図―13　DⅢ-5　支保パターン図

図―15　A 計測データ（DⅢ-5）

表―6　FEM 解析結果

図―14　A 計測データ（DⅢ-4’）

図―12　DⅢ-4′支保パターン図

天端沈下最大 -11.3 mm

内空変位最大 -7.4 mm

ストラット施工後に変位が収束

天端沈下最大 -20.4 mm

内空変位最大 -14.8 mm

管理レベルⅡ以下

ストラット施工後変位が収束




